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第二号基礎的電気通信役務の範囲
(規律等の効果を生じさせる必要がある最小限の範囲)

事業者規律
(制度の目的達成のために必要な範囲と程度の規律)

一般支援区域・特別支援区域の指定
(支援しないと維持されない必要最小限の区域)

交付金・負担金算定の在り方
(維持に必要な最小限の交付金規模)

・・・等

競争への影響を最小限とすべく、
補完的措置としての制度上の手当は必要最小限とすべき

今回のヒアリング範囲

制度検討における基本的な考え方①
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出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 中間答申(情報通信審議会：2019年8月29日) P.36

• 基礎的電気通信役務の制度趣旨に鑑みれば、
国民生活にとって「不可欠」なサービスを対象とした上で、
「低廉性」と「利用可能性」を実現しようとするもの

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申(情報通信審議会：2019年12月17日) P.24

• 条件不利地域等の基盤の維持・更新等に大きな財政的負担
• ブロードバンドサービス基盤の持続可能性を確保していく観点
からは、これを担保するための制度的対応も視野に入れるべき

不可欠性
利用可能性低廉性

利用可能性低廉性 競争地域

条件不利地域

条件不利地域における
「低廉性」「利用可能性」の実現に
焦点を当てた検討が必要と考える

【3要件の取り扱い】 【ブロードバンドの基礎的電気通信役務化の検討契機】

制度検討における基本的な考え方②
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詳細は左記のような条件不利地域の実態を踏まえ、
支援の観点で必要な手当てをすべきと考える

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ(ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会：2022年2月2日) P.6

制度検討における基本的な考え方③
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③一般支援区域・特別支援区域の指定の在り方
1.支援対象、競合事業者の要件となる電気通信回線設備の規模の考え方
2.支援対象、競合事業者の要件となる第二号基礎的電気通信役務の継続提供期間の考え方
3.大部分を他者の回線設備と接続して提供される場合の区域指定の考え方

④交付金・負担金算定の在り方
【交付金】

1.費用算定の考え方
2.支援額算定の考え方

【負担金】
1.負担事業者の範囲
2.負担金の額の割合の上限
3.負担金の算定単位

⑤その他 (利用者への周知の在り方等)
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③一般支援区域・特別支援区域の指定の在り方
1.支援対象、競合事業者の要件となる電気通信回線設備の規模の考え方
2.支援対象、競合事業者の要件となる第二号基礎的電気通信役務の継続提供期間の考え方
3.大部分を他者の回線設備と接続して提供される場合の区域指定の考え方

④交付金・負担金算定の在り方
【交付金】

1.費用算定の考え方
2.支援額算定の考え方

【負担金】
1.負担事業者の範囲
2.負担金の額の割合の上限
3.負担金の算定単位

⑤その他 (利用者への周知の在り方等)
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6③1.支援対象、競合事業者の要件となる電気通信回線設備の規模の考え方

事業者 利用者サービス提供

交付金の
支援

回線数：1,000

競合事業者とはみなさない

※例示の回線数はイメージで、具体的基準は実情を踏まえた検討が必要と考える
また、継続提供期間は交付金算定となる単位の期間を少なくとも上回ることが必要と考える

支援対象の判定にかかる競合事業者について、
規模・継続提供期間といった要件を設けることは適当と考える

継続提供期間：6ヶ月回線数：10

事業者 利用者サービス提供

交付金の
支援

規模の例 継続提供期間の例



© 2022 SoftBank Corp.

7③3.大部分を他者の回線設備と接続して提供される場合の区域指定の考え方

卸先事業者及び接続事業者を競合扱いにした場合、
回線設備の維持が図れず、これらは競合扱いとしないことが適切と考える

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ(ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会：2022年2月2日) P.8
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③一般支援区域・特別支援区域の指定の在り方
1.支援対象、競合事業者の要件となる電気通信回線設備の規模の考え方
2.支援対象、競合事業者の要件となる第二号基礎的電気通信役務の継続提供期間の考え方
3.大部分を他者の回線設備と接続して提供される場合の区域指定の考え方

④交付金・負担金算定の在り方
【交付金】

1.費用算定の考え方
2.支援額算定の考え方

【負担金】
1.負担事業者の範囲
2.負担金の額の割合の上限
3.負担金の算定単位

⑤その他 (利用者への周知の在り方等)
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原則はアクセス回線設備のみが支援対象と考えるが、下記の中継回線は、
サービス維持に最低限必要な範囲に限り支援対象とすることが適切と考える

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.13

なお、NTT東西殿の電話のユニバーサルサービス
提供のためにも用いられるものは、
支援対象外とすることが適当と考える

また、算入費目について、競争中立性の観点から費用計上基準の明確化は必須であり、
設備費用以外を仮に算入するのであれば、役務提供に不可欠なものに限定すべきであると考える

④【交付金】1.費用算定の考え方
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実際費用方式や収支相殺方式を例外的に用いる場合は、
非効率性や不当な料金設定の可能性を排除することが必須と考える

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.15

非効率性の排除のために標準モデル方式を活用する事を基本とし、
算定方式はベンチマーク方式を採用することも考えられる

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.14

④【交付金】2.支援額算定の考え方
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11④【交付金】2.支援額算定の考え方

標準的な価格よりも安価な料金設定による
赤字の場合は支援を受けられない認識

ベンチマーク方式を用いるにせよ、支援の要否判定にあたり、
収入の適正性(料金の適正性)をどのように考えるべきかが課題との認識

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.10
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★

回線単価
(費用)

顧客単価
（収入）

④【交付金】2.支援額算定の考え方

標準的な料金水準(競争地域での提供料金と同等レベル)

当該事業者の料金水準
標準的な価格よりも安価な料金設定による
赤字の場合は支援を受けられない認識

【イメージ】
★合理化余地がある場合は、該当部分の除外が必要
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顧客単価
（収入）

【参考】第二号基礎的電気通信役務としての効果

当該事業者の料金水準

※

回線単価
(費用)

※他方、著しく高額な料金設定も認められない認識
(「低廉性」の要件を満たさなくなると考えるため)

【イメージ】

標準的な料金水準(競争地域での提供料金と同等レベル)
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③一般支援区域・特別支援区域の指定の在り方
1.支援対象、競合事業者の要件となる電気通信回線設備の規模の考え方
2.支援対象、競合事業者の要件となる第二号基礎的電気通信役務の継続提供期間の考え方
3.大部分を他者の回線設備と接続して提供される場合の区域指定の考え方

④交付金・負担金算定の在り方
【交付金】

1.費用算定の考え方
2.支援額算定の考え方

【負担金】
1.負担事業者の範囲
2.負担金の額の割合の上限
3.負担金の算定単位

⑤その他 (利用者への周知の在り方等)
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15④【負担金】1.負担事業者の範囲
現行のユニバーサルサービス制度と同様に、ブロードバンドの

ユニバーサルサービス化による受益の観点で定めることが適当と考える

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.15

（第二種負担金の徴収）

第百十条の五 支援機関は、年度ごとに、第百七条第二号に掲げる業務
（これに附帯する業務を含む。第百十二条第一項において同じ。）に
要する費用の全部又は一部に充てるため、高速度データ伝送電気通信
役務（総務省令で定めるものを除く。）を提供する電気通信事業者で
あつて、その事業の規模が政令で定める基準を超えるもの（以下この
項において「高速度データ伝送役務提供事業者」という。）から、負
担金を徴収することができる。

出典：改正電気通信事業法

「高速度データ伝送電気通信役務」を
提供している事業者からの徴収は妥当と考える
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16④【負担金】3.負担金の算定単位

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.17

受益の程度は、電話の考え方と同様に利用者数に基づき
1契約(回線)当たりの契約単価により負担金を算定することは適当と考える

電話番号数に基づく方式と同様、
競争中立性・検証可能性・簡素性の観点で

比較的優れている方式と考える
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17④【負担金】3.負担金の算定単位
卸元事業者(設備設置事業者等)が把握する回線数と、卸先事業者の回線数に
差異が生じる場合、基本的には卸先事業者の回線数に基づくべきと考える

卸元事業者 卸先事業者

【電話の場合】

エンドユーザ

卸元事業者 卸先事業者

エンドユーザ

【ブロードバンドの場合】

受益の度合い

電話は 基本的に 1:1

ブロードバンドは 1:N となる
場合がある認識
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18④【負担金】3.負担金の算定単位

当社における活用事例

IoTは特定の用に供する、小収益・多回線な商材
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19④【負担金】3.負担金の算定単位
IoTサービスは、条件不利地域におけるブロードバンドサービスの確保による

受益がないことから、負担の対象外とすることが適当と考える

出典：ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ（2022年2月2日) P.15

※受益の有無について、将来的に市場・用途の変化等に応じて見直すことは考えられる

IoT回線は、基本的に
特定の通信先向けの通信に限定され
不特定多数との通信を想定しておらず
左記のような受益はないと考える



© 2022 SoftBank Corp.

20【補足】④【負担金】3.負担金の算定単位
IoT向けサービスは、将来的に回線数・市場規模の拡大が見込まれる

出典：令和4年版情報通信白書 データ集（第3章関連データ）19. 世界のIoTデバイス数の推移及び予測
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③一般支援区域・特別支援区域の指定の在り方
1.支援対象、競合事業者の要件となる電気通信回線設備の規模の考え方
2.支援対象、競合事業者の要件となる第二号基礎的電気通信役務の継続提供期間の考え方
3.大部分を他者の回線設備と接続して提供される場合の区域指定の考え方

④交付金・負担金算定の在り方
【交付金】

1.費用算定の考え方
2.支援額算定の考え方

【負担金】
1.負担事業者の範囲
2.負担金の額の割合の上限
3.負担金の算定単位

⑤その他 (利用者への周知の在り方等)
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22⑤その他 (利用者への周知の在り方等)

• 電気通信事業者として、利用者への一層の周知・広報に努める所存

• ブロードバンドのユニバーサルサービス化は、デジタル化推進の一環であり、
利用者利便を高める政策である旨のポジティブな広報をお願いしたい

• 負担金対象事業者となる収益の閾値次第で、対象外事業者も多く発生すると
考えられ、この点の周知は電話のユニバーサルサービス以上に必要と考える
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